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第４章 他の自治体とのベンチマーク 
 

ベンチマーキングは、日高市の特徴を洗い出すため、日高市の主な公共施設である日高市役所本庁

舎、小学校、中学校、公民館について比較を実施した。調査は、類似する団体との比較と近隣団体と

の比較を行った。 

比較に際しては、総務省自治財政局の『平成 23 年度公共施設状況調』等を使用した。 

 

１．他自治体との施設の状況の比較分析 

 

(1) 類似する団体との比較 

類似する比較対象自治体の選定に当たっては、施設白書の作成有無・人口密度・合併年度を参考

にした。施設白書を作成している自治体は公共施設マネジメントを行っている先行自治体と考えた

ためである。 

人口密度が同程度であれば、公共施設配置上、配慮すべき要素が似ているため、ベンチマークに

ふさわしいと考えた。日高市は直近で合併を行っていないため、直近で合併を行った団体を除いて

いる。 

 

図表４-１ 類似自治体との比較 

 

人口
(2013年5月末現在) 面積

人口/面積
(人/k㎡) 直近合併年度

埼玉県 日高市 57,569 47.48 1212.49 1956年

茨城県 土浦市 142,787 122.99 1160.96 -

茨城県 龍ヶ崎市 79,667 78.2 1018.76 1955年

千葉県 佐倉市 175,544 103.59 1694.60 1955年

神奈川県 秦野市 169,673 103.61 1637.61 1963年
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(2) 近隣団体との比較 

近隣市としての比較対象団体として、埼玉県西部地域及びレインボー圏域の団体を選定した。 

 

図表４-２  近隣市の選定 

 

（注）１ 西部地域とは、埼玉県「ゆとりとチャンスの埼玉プラン」において設定されているもので、所沢市・飯能

市・狭山市・入間市・日高市の５市がその地域である。 

２ レインボー圏域とは、埼玉県川越都市圏まちづくり協議会を構成している川越市・坂戸市・鶴ヶ島市・日高

市・川島町・毛呂山町・越生町の４市３町がその地域である。なお、本研究では、比較を行うために有用なも

のとするため、３町を除いて分析を行っている。  
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(3) 各公共施設の比較 

 

① 日高市役所本庁舎 

日高市役所本庁舎の延床面積を人口との関係で比較すると、類似団体より広い状況となってい

る。 

 

図表４-３ 日高市役所本庁舎の比較（類似団体） 

 

 

日高市役所本庁舎の延床面積を人口との関係で比較すると、近隣市より広い状況となっている。 

 

図表４-４ 日高市役所本庁舎の比較（近隣市） 

 

日高市
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90.19 
土浦市

60.71 
秦野市
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龍ケ崎市

91.55 
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市町村立施設・本庁舎・延面積（㎡）

（㎡） 7,171 16,070 8,896 8,702 7,323

日高市

124.14 

川越市
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81.77 

飯能市
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狭山市

120.35  入間市

105.26  坂戸市
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鶴ケ島市

150.07 
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市町村立施設・本庁舎・延面積（㎡）
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延床面積(㎡)／1,000 人 

延床面積(㎡)／1,000 人 
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② 小学校 

小学校の延床面積を児童数との関係で比較すると、類似団体の平均に近い状況となっている。 

 

図表４-５  小学校の比較（類似団体） 

  

 

 

小学校の延床面積を児童数との関係で比較すると、近隣市の平均に近い状況となっている。 

 

図表４-６  小学校の比較（近隣市） 
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③ 中学校 

中学校の延床面積を生徒数との関係で比較すると、類似団体より広くなっている。 

 

図表４-７ 中学校の比較（類似団体） 

 

 

 

中学校の延床面積を生徒数との関係で比較すると、近隣市より広くなっている。 

 

図表４-８ 中学校の比較（近隣市） 
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④ 公民館 

公民館の延床面積を人口との関係で比較すると、類似団体より比較的広くなっている。 

 

図表４-９ 公民館の比較（類似団体） 

 

            ※ただし、龍ケ崎市はコミュニティセンターを公民館としている 

 

 

※公民館の延床面積の近隣市との比較については、データが収集できなかったため、実施して

いない。 

 

 

  

日高市

98.36 

佐倉市

44.27 

土浦市

67.42 

秦野市

104.32  龍ケ崎市

89.15 

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

公民館 延床面積（㎡）

（㎡） 5,682 7,889 9,880 17,276 7,131
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(4) 中学校に関する学校運営面からの検討 

類似団体との比較でも、近隣市との比較でも、多い水準にあった中学校について、さらに学校運

営面からの検討を行うこととした。 

 

１学年当たりの各校のクラス数を縦軸としている。 

現状・平成 45 年度(推計)ともに運営を行いやすいクラス数の中学校は、高麗川中学校及び高萩

中学校のみである。他の中学校は、運営を行いやすい規模よりも小さくなっている。 

 

図表４-10  中学校の現状と推計結果の適正クラスとの関係について 

 

 

参考として、小学校についても中学校と同様の検討を行った。 

平成 45 年度(推計)の段階で、運営を行いやすいクラス数の小学校は、高麗川小学校、高萩小学

校、高萩北小学校及び武蔵台小学校となっている。 

 

図表４-11  （参考）小学校の現状と推計結果の適正クラスとの関係について 

 

クラス数 

クラス数 
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２．先進自治体事例分析 

先進自治体事例分析として、武蔵野市、秦野市、倉敷市、高松市の４市で視察を行った。公共施

設マネジメントの２つの潮流である維持管理に重点を置いた取組と公共施設再配置の取組をそれ

ぞれ把握するため、武蔵野市と秦野市の２市を選定した。また、首都圏だけではなく、地方におけ

る取組も収集するため、倉敷市や高松市も視察対象とすることとした。 

  

(1) 武蔵野市 

① 公共施設マネジメントの取組の概況について 

施設所管課からの予算要求について、財政上全てを手当てすることは難しいという状況の中で、

本当にこれらの修繕が必要なのかどうかを精査するという問題意識から取組が始められた。取組

を進めていく中で、計画的施設整備の必要性が認識され、計画的な修繕を進めていった結果、修

繕の必要額も減少してきた。 

しかし、武蔵野市においても、公共施設の更新コストを将来負担することが難しいという認識

から、公共施設再編に関する取組も進めている。 

施設課は合計 19 名で、計画，庶務担当 5名、工事第１担当が６名、工事第２担当が７名とい

う人員となっている。 

計画的施設整備は施設課が、再編の取組は企画調整課が担当している。両課が取り組んでいる

ことにより、良いバランスが取れているものと考えられる。 

 

②武蔵野市の特徴について 

市域が狭く平坦で、職員の現場の足

はおおむね自転車というような地域で

ある。日高市と比較すると、面積は約

４分の１、人口は３倍であり、財政力

指数は 1.48 と日高市を大きく上回るが、

経常収支比率の水準はおおむね近似し

ている。 

 

③計画的施設整備について 

予防保全する必要がある建築部位・設備機器類を計画的に整備する「劣化保全整備」にとどま

らず、財政計画や耐震性能整備等の既存不適格をも考慮した「計画的施設整備」への取組を行っ

ている。 

基本的な仕組みとしては、施設所管課が運営管理するということは、一般的に他の自治体と変

わらないが、「計画的施設整備」の企画は技術職で構成される施設課が全て長期的な計画に基づき

立案するという所に特徴がある。 
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長期的な計画は、過去の工事履歴や定期調査の資料を庁内で収集（専属２名が半年かけて実施）

した上で、部位単位で耐用年数とコストを見積って策定した。全庁的な庁内検討組織である「公

共施設整備計画検討委員会」での検討を経て計画を策定した。その後、システム（FMAX）導入も

行っている。現地調査は、当初の図面から起こした部位の正確性及び劣化状況を確認するために

行ったものである。 

 

  （計画の項目） 

   項目、部位、設置場所、設置年度、耐用年、更新予定年、更新年別コスト 

 

  （部位の例） 

   シート防水、VP、アルミスパンドレル、タイル貼、手摺、床、空冷ヒートポンプエアコン、全

熱交換機、塩ビライニング管、電灯 

 

部位ごとに劣化カルテを作成しており、１月から３月まで現地調査を行い修繕箇所の特定を

行っていく。 

 

  （劣化カルテ内容） 

   分類、優先順位、コード番号、主管課、施設名、改修内容、備考、劣化状況等、点数、整備費、

超過年、耐用年、累計、写真 

 

FCI という指標を用い、全部位の修繕ではなく、不具合を５％に抑えるという指標を設定した。

武蔵野市より財政的に厳しい自治体が導入する場合には、計画の対象とする部位を絞り込むとい

った対応が考えられる。 

 

④公共施設再編に関する取組について 

施設白書は、施設課で作成した。現在、再編計画を策定中である。武蔵野市は自治会・町内会

がなく、日高市と比較すると、住民意識の点で若干異なることが考えられる。 
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(2) 秦野市 

①秦野市の特徴について 

秦野市は北側に山間地が広

がり、その山間地を除くおよそ

50k㎡の範囲に住民の大多数が

暮らしている市である。また、

昭和の大合併前の旧町村のコ

ミュニティを踏まえた公共施

設配置を行っている。 

 

②秦野市と日高市の比較 

秦野市と日高市は、過去の

人口増加率の変化や人口の年

齢別構成に大きな差はない。特

徴的な違いは、秦野市近隣に大

学があることにより、20 歳前

後の人口が多いことである。 

人口は秦野市 16 万人に対して日高市が 6万人弱であり、可住地面積は秦野市 49k ㎡に対して

日高市 35k ㎡である。 

市民一人当たりの建物面積は、日高市が 2.26 ㎡/人であり、秦野市の 2.07 ㎡/人の 1.09 倍あ

る。これは、全国 1,742 自治体中、少ない順に順位付けすると、日高市が 118 位、秦野市が 84 位

であり、どちらの市も堅実な行政運営が行われてきたことが推察される。（平成 23 年度末現在） 

ハコモノ面積は、人口との相関に加え、行政区域の面積とも相関が現れる傾向にある。日高市

は、可住地人口密度が 1,648 人/k ㎡と秦野市の 3,296 人/k ㎡に比べて少ないため、ハコモノも多

く必要となる傾向にある。（平成 23 年度末現在） 

基金からの繰入金を除く実質の歳入規模は、秦野市が 1人当たり 28.2 万円に対して、日高市

は 29.1 万円で 1.03 倍ある。歳入構成も比較的類似しており、経常収支比率も近い数値となって

いる。（平成 23 年度決算ならびに平成 23 年度末人口にて計算） 

 

③公共施設マネジメントの取組の概況について 

平成 20 年 4 月に企画総務部内に公共施設再配置計画担当を２名配置し、専任職員による公共

施設マネジメントを開始している。これまでに白書の作成、再配置計画の策定等を行っている。

現在は政策部内の公共施設再配置推進課として３名の常勤職員と１名の臨時職員で対応している。 
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基本的に、財政問題という捉え方ではなく、社会問題として捉えることで、市民の理解を得る

努力を行っている。また、公共施設の問題は、どうしても暗い話となりがちであるため、再配置

推進イメージキャラクター「丹沢つなぐ君」を活用して資料を明るくする努力をしている。 

隠し事をしないことをコンセプトに、全ての情報

をホームページにアップしている。そのため、事務

所に資料はほとんどない。また、一部の団体の利益

に偏った政策とならないよう、無作為抽出のアンケ

ート等を重視している。 

削減目標は、独自の計算によってまとめた数値を

利用しており、40 年で 31.3％削減する目標を打ち出

している。ただし、削減や費用対効果ありきの方針

ではなく、旧町村のコミュニティを重視して取組を

推進しており、便利な人が少し我慢するような形で

実施している。 

他市の公共施設マネジメントでよくある、長寿命

化や長期修繕計画、施設評価で解決を図ろうとはし

ていない。前者は、ランニングコストが減らないば

かりか、子や孫の負担が少なくなっても、さらに人

口減少が進んだひ孫の負担が増えることとなるため

である。後者は、アンケートにより必要とされた施

設の更新だけで財政上は手一杯であることや、公共施設はどれも大切であるからこそ税金を用い

て建設・運営を行ってきたものであり、評価によって必要性を決定することが困難であるためで

ある。 

なお、インフラは複合化等の工夫の余地が小さいため、公共施設と切り離して検討を行ってい

る。 

国・県との関係は、国の委員等に職員が就任するなど、密な関係を築いてきている。 

 

④秦野市の公共施設マネジメントの実績について 

基本的には耐用年数まで使うこととしており、公共施設マネジメントも「ゆっくり離陸し、ゆ

っくり進める」こととしている。現状の実績は主に以下の３点である。 

• 駅前施設の閉鎖…外部評価で評価の良くなかった施設 

• 児童館の閉鎖…耐震性の問題 

• ふれあい会館…耐震性の問題 

今後も、耐用年数を迎えた施設については、単純な建て替えを行うのではなく、将来の必要性

や方針等と照らして、公共施設マネジメントを行っていく方針である。 
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(3) 倉敷市 

① 倉敷市の特徴について 

倉敷市は瀬戸内海に面した人口 482,456 人（平成 25 年 3 月現在）、財政規模が 1,666 億円（平

成 25 年度一般会計予算）の中核市である。    図表４-12 倉敷市の用途別建物保有状況 

建物の保有状況は、約 4,800 棟、建

物面積にすると約 157 万㎡、市民１人

当たりの建物面積は 3.3 ㎡となってい

る。 

用途別の建物保有状況では、学校・

幼稚園と住宅を合わせて全体の約 60％

を占めている。 

また、施設老朽化度を、減価償却累

計額/再調達価格（取得価格）によって

算出しており、倉敷市全施設の老朽化率は 63.03％で老

朽化が進んでいることが分かる。       

 

② 公共施設マネジメントの取組の概況について 

倉敷市の公共施設マネジメントの取組は、公共施設の更新問題を財政問題として位置付け、非

常に高い危機意識を持って始まった。 

そのため、個々の施設を見るのではなく、コスト削減や行政の縦割りを超えた管理を行う公共

施設全体のマネジメントを考える部門が必要であるという課題認識を持っていた。 

平成 21 年度に「企画財政部財産活用課」がこれらを担う組織として設置され、翌 22 年度には

「倉敷市行財政改革プラン 2011」の中で財政構造改革の柱の一つとして「FM の推進」が掲げら

れた。平成 23 年度には同課内に「長期修繕計画室」を新設し、室長のほか、建築・電気・機械

の建築技師が配置された。平成 25 年現在、事務職、建築技師を合わせて８名の組織となった。 

同室では、ファシリティマネジメントの推進の心臓として「建物設備点検」を実施し、建物の

現状を把握することに注力している。 

具体的には学校園住宅のそれぞれ営繕担当を持っている施設を除く約750施設を職員自らが点

検を行い建物点検報告書の作成をしている。その際、施設所管課にはどの部分の修繕を行うか、

掃除などの管理方法などについての注意点を説明する。 

修繕に関して、全ての修繕を行うことが困難であることから、点検結果を 大限に活用し、独

自の算定式により優先度を点数化し、修繕の優先度を客観的に判定する。このように客観的に判

定することで、優先度が明らかとなり説明をする上でも非常に有意義な資料となっている。なお、

修繕に係る予算は「長期修繕予算枠」として確保され、同室が枠内予算の査定・調整を行ってい

出所）倉敷市 HP 
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る。現場から予算査定までを一元化することにより、施設担当課と財政課の負担軽減、予算執行

内容の適正化に繋がっている。 

長期修繕費用を平準化するためには予防保全の観点に立ち、長期修繕計画を立てることが必要

になる。 

倉敷市では FAMS（日立建設設計）というシステムでこの計画を作成しているほか、公共施設の

資産としての価値を現在価値で把握するための「公会計管理台帳システム」、さらには個別の施

設の現状を明らかにするカルテの役割を持った「施設白書データベース」の３つのシステムをう

まく活用して、客観性のあるデータを示している。 

平成 25 年３月に「倉敷市公共施設白書（本編）」を作成し、今後の

財政推計から公共施設の更新問題は財政問題であるという点を明確に

し、説明することができる資料とした。倉敷市では白書を２段階構成

としており、平成 25 年度中に施設カルテとしての「施設別編」を作成

する予定となっている。この施設別編は、施設の現状分析、同種施設

の比較を行い、再配置を議論する際の資料としての活用を考えている

が、この中もあくまで客観的なデータの収集・分析に留め、評価は行

わないことにしている。評価することで個々の施設ごとの具体的な「廃止か存続か」の方針の議

論に矮小化されることを懸念しているためである。 

倉敷市の進め方の特徴は、方針作成よりも「できることから」という視点で、前述のような長

期修繕費用の平準化や維持管理業務の見直しによる経費削減、市有財産の売却を進めていること

である。 

職員の意識改革にも力を入れており、講師を招いた FM 職員研修

をこれまでに９回実施している。さらに、施設管理担当者を集め、

建物の日常的な維持管理の手引きによる職員へ啓発を行っている。

終的には職員自らが錆びた鉄部を塗装する塗装研修まで行って

いる。 

 

③ これからの公共施設再生への取組 

倉敷市はこれからの公共施設再生に公民連携（PPP/PFI）を強く掲げている。特に、「地方版

PFI」ともいえる「投入する税金が市外に逃げて行かない」スキームの構築を想定している。こ

れまでの PFI では、大手建設業者、大手コンサルタント、メガバンクなどの大都市圏に拠点を持

つ事業者を中心に展開されており、税金が市外に流れてしまう仕組みとなっている。これを地方

の中で完結できるように、地元に支店のある建設業者、地方銀行など地域内企業を優先するスキ

ームを目指している。 

その足がかかりとして、金融機関と事業者を対象とした PFI セミナーを実施し、地方版 PFI

による公共施設再生へ動き出している。 
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 (4) 高松市 

① 高松市の特徴について 

高松市は香川県のほぼ中央部に位置する人口

421,085 人（平成 26 年１月１日現在）、財政規模

が 1,474 億円（平成 25 年度一般会計予算）の中核

市である。建物の保有状況は、4,820 棟、延面積は

約 144 万㎡（病院局、上下水道局を除く）、市民

１人当たりの建物面積は 3. 4 ㎡となっており、平

均築年数はおよそ30年であることから今後建て替

えや大規模改修の時期が一時期に集中することが予測されている。用途別の建物保有状況では、

学校と市営住宅で全体の約 60％を占めている。 

 

② 公共施設マネジメントの取組について 

    高松市では「第５次高松市行財政改革計画」重点課題の中に「施設維持管理の適正化」を掲

げており、その実現のため、ファシリティマネジメントに関する基本的な考え方や方向性、取

り組むべき内容、推進体制などを定め、全庁共通認識のもと効果的なファリティマネジメント

の推進を図ることで、市有建築物を有効活用するとともに、より長く適切に維持管理すること

を目的として、平成 24 年９月に「高松市ファシリティマネジメント推進基本方針」を策定し

た。 

この基本方針では、高松市の今後 50 年間における施設を維持管理するために必要な投資可

能額を、今後 50 年間の年平均額が、現在の約 80％である約 155 億円と推計し、この投資可

能額で維持することができる施設保有総量について、２つのパターンで試算を行っている。

その１つめが、「今後 50 年間、定率で削減していく場合、44.5％の削減が必要」、２つめが

「ファシリティマネジメント導入後 15 年間で削減する場合 31.6％の削減が必要」というも

のであり、施設保有総量の削減について、非常に厳しい対応が求められている。 

基本方針はその他に、ファシリティマネジメントの取組の方向性や、その工程等を示すも

のであり、今後、施設長寿命化や維持管理費の削減、施設の有効活用や再配置に関する全庁

的な方針等を策定し、施設ごとの長期保全計画や、施設の統廃合や再配置、複合化を行うた

めの、公共施設再編整備計画等の策定を行うこととしており、現在はそのために必要な、施

設の劣化診断調査等の各種データ収集を行っている。 

この基本方針は、香川大学経済学部地域マネジメント研究科の全面的な監修のもと、庁内

のプロジェクトチームでの議論を経て、市内部での意思決定の後、議会の審議を経て策定を

した。基本方針は、取組の方向性や工程等を示すものであり、個別具体的な施設の方向性な

どについて言及しているものではないことから、パブリックコメント等は実施していないが、

今後の基本方針に基づき策定する方針や計画は、広く市民の声を聞く予定としている。 
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前述のとおり、基本方針は、高松市が実施している香川大学との連携協力事業に基づき、

専門的・客観的な知見から、全面的な監修を受けて策定したものである。大学との連携につ

いては、高松市の他のまちづくり施策への関わりや、地域の実情について研究してきたノウ

ハウを活用することができ、基本方針の策定に当たっても、高松市の施設の現状やまちづく

りの方向性との整合性に留意して策定作業を行うとともに、同大学と協力して行った他都市

の取組状況分析や大学の独自の調査分析等を反映したものとなっている。 

 

③ 公開施設評価について 

      高松市では、平成２５年１１月に、民間の政策シンクタンクである「構想日本」の提唱する

「施設仕分け」の手法を活用し、「公開施設評価」を実施した。施設評価の対象としては、市

町合併により、施設機能の重複や、配置の偏りが見られる施設、老朽化している施設等を、同

種の複数施設ごとにカテゴリーとしてまとめ（①保健センター、②温浴施設、③スポーツ施設・

体育館、④総合福祉会館の４カテゴリー）、議論を行った。なお、「構想日本」から、コーディ

ネーター１名（総合調整役）、ナビゲーター（道先案内人）２名の派遣を受け、議論を主導的

に展開し、問題点の掘り起しなどを行うとともに、無作為抽出の市民から選ばれた２０名の「市

民評価者」が、施設評価の議論にも参加し、施設利用者、納税者両方の立場から意見を述べ、

判定作業を行った。(コーディネーター等は、判定には加わっていない。) 

    議論の流れとしては、①コーディネーターからの概要説明、

②市役所からの現状説明等、③施設利用者からの説明、④ナビ

ゲーターからの質問（議論）、⑤市民評価者の質問(議論)、⑥市

民評価者の判定、⑦判定結果・意見のとりまとめとなっている。 

   「市民評価者」の判定結果は、施設カテゴリーごとに、①施設

の総量・配置、②施設の有効活用、③施設の管理、④施設の実

施事業について、「見直しが必要」か「現状維持」かを判定する

とともに、個別の施設についての自由な意見を記載できるもの

とした。判定結果としては、１カテゴリーで１項目のみ「現状

維持」で、後は全て「見直しが必要」とされた。 

    「公開施設評価」の成果としては、公開の場で市民が議論をし、施設の今後の方向性につい

て判定を行う手法が、非常に有効なものであると認識できたこと、また、ファシリティマネジ

メントの推進に当たって、必要な情報や取組に当たっての問題点がある程度把握できたことに

ある。さらに、副次的な効果として、マスコミ等の反響が大きく、高松市の公共施設の現状等

について、市民への広報効果があったほか、庁内でのファシリティマネジメントの取組への意

識啓発が進んだことなどがあった。 

    一方で、高松市では、ファシリティマネジメントの取組を開始したばかりであるため、施設

の空き情報などの詳細な分析ができておらず、議論の対象となった施設の移転や再配置に当た
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って、代替となる施設の議論ができなったことや、議論が、施設で実施している事業をどうす

るかという観点から進められたため、論点が広がりすぎ、ややまとまりに欠けるものとなった

こと、また、施設を利用せず税負担だけしている市民と施設利用者という、利害の対立する市

民の間での合意形成の困難さが浮き彫りになったことなど、多くの課題が顕在化することとな

った。 

高松市のファシリティマネジメントの取組はまだ始まったばかりであるが、「公開施設評価」

という新しい住民合意の手法の試みを踏まえて、今後どのように進捗を図っていくのか、今後

とも注視していきたい。 
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３．公共施設白書等の事例分析 

 

日高市において、施設白書作成の検討をするに当たり、類似団体(合併時期・規模が同程度の自

治体で施設白書を作成している団体)と近隣団体の各公共施設白書の特徴をまとめた。 

 

図表４-13 各公共施設白書の特徴 

土浦市 龍ヶ崎市 佐倉市 

 

・コンパクト 

・施設群別のデータが豊富 

・施設群別、地域別の２つの

観点からの記載がある。 

・市民満足度調査に基づいた

市民の意向・評価の分析を

含めている。 

・更新費用等の推計が行われ

ていない。 

 

 

・コンパクト 

・５年ごとの更新を予定 

・策定の方針や基本的な考え

方が整理されている。 

・地区別の施設の状況が記載

されていない。 

 

・コンパクト 

・施設を評価するに当たって

の指標・方法の記載が充実し

ている。 

・将来の人口推計が行われて

いない。 

・事実の記載にとどまってお

り、対応策等の記載がない。

 

秦野市 川越市 所沢市 

 

・各施設に関する情報、大枠

の全体的な内容が豊富 

・現状コストに人件費も含め

ている。 

・資料編で各施設の詳細デー

タも記載している。 

・アンケート調査結果を含め

ている。 

・未利用の土地も範囲に含め

ている。 

・具体的な施設別のデータの

提示により、意思決定に利

用しやすい。 

・分量が多く、作成に当たっ

ての事務処理量が過大とな

る。 

 

 

・特に施設群別の情報が豊富

・昼夜間人口などもあり、市

の概況の記載が充実 

・策定の方針や基本的な考え

方が整理されている。 

・公共施設の市全体のコスト

が記載されていない。 

・分量が多く、作成に当たっ

ての事務処理量が過大とな

る。 

 

・地域におけるサービスの視

点からも検討を行ってお

り、内容が豊富 

・鉄道乗降客数等の人の流れ

に関する情報が充実 

・施設群別の情報が充実 

・各地域にどのような施設が

あるのかが一覧化されてい

るため、地域住民にとって

分かりやすいものとなって

いる。 

・分析に当たってのデータ量

が多く、事務処理量が過大

となる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


